「応募に必要な書類一覧表」
	項目
	内容

	１　公募申込書
	様式１

	２　事業計画書
	様式２

	３　位置図
	近隣の住宅地図等

	４　平面図
	申請の対象となる部分が明確にわかるように色分け等を行うこと。

	５　決算書
	直近２年間分

	６　法人及び代表者の納税証明書（市町村税）
	令和５年度分

	７　法人･施設の沿革･概要
	パンフレット可


（様式１）

　　年　　月　　日

（宛先）

富　山　市　長　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　 　　　　　　　 　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和６年度富山市地域密着型サービス事業者等の公募の申込について

（特定施設入居者生活介護）
このことについて、必要書類を添えて下記のとおり応募します。

事業所の名称　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設の区分　　　　　　　　　　・有料老人ホーム・軽費老人ホーム・養護老人ホーム

事業所の所在地　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指定希望床数　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　床（人）
（特定施設入居者生活介護の定員数）
指定希望年月日　　　　　　　　：　令和　　年　　月　　日　　　　　　　
介護保険類型　　　　　　　　　：包括型（一般型）　・　外部サービス利用型

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託事業所名　　　　　　　　）
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　

連絡先：住所　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　　

（様式２）

特定施設入居者生活介護事業計画書

提出日　　　　年　　月　　日

	法人概要
	法人名
	（ふりがな）

	
	
	

	
	代表者
	（ふりがな）

	
	
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	電　話
	
	FAX
	


	特定施設の入所者数
（R6.9.1現在）
	人（内数）要介護者　　　人　要支援者　　　　　人

	特定施設入居者生活介護の

推定利用者数
	１年目　　　　　　人（内訳）要介護者　　　人　要支援者　　　　　人
２年目　　　　　　人（内訳）要介護者　　　人　要支援者　　　　　人

３年目　　　　　　人（内訳）要介護者　　　人　要支援者　　　　　人


	構造・階層等
	　　　　　　造　　　階建　（　耐火　　・　準耐火　・　その他　）

	延べ床面積
	　　　　　㎡

	所有関係
	法人所有　　・　　その他（　　　　　　）


特定施設の入所者の状況（R6.9.1現在）（要支援・要介護者のみ記載すること。）
	
	入所年月日
	性別
	年齢
	要支援・要介護度
	介護サービスの利用状況（例：訪問介護○回/月）

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	

	応募の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入居者に対するサービス提供の考え方、サービスの質の向上の取組みについて
入居者の料金徴収等の考え方
職員の採用・人材確保について（採用計画、配置計画見込み等）



公募に関するＱ＆Ａ

	問１　特定施設入居者生活介護を行う部分と行わない部分を明確に区分するため、指定は原則フロアごとに行うとのことですが、入居者の入れ替え（部屋替え）が必要ですか？


答　　施設内において、特定施設入居者生活介護のサービスの対象となる要介護高齢者が点在して入居している場合は、事業予定者として決定後、指定を受ける際に、指定のフロアにサービス利用者となる要支援･要介護者が入居するよう入れ替えが必要となる場合も想定されます。

　　　なお、応募の申請の時点では、入居者への影響もありますので、部屋替えをしていただく必要はありません（部屋替え等について、入居者への周知や依頼等を行うのが望ましい）。

	問２　外部サービス利用型の場合、委託先は同一法人の事業所でもよいですか？


答　　委託先は、指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者でなければなりませんが、同一法人かどうかは問いません。

	問３　応募に必要な書類に法人及び代表者の納税証明書（市町村税）とありますが、両方提出するのですか。


答　　法人及び代表者の納税証明書の両方の提出をお願いします。

法人においては所在地の市町村税、代表者においては住所地の市町村税のものとなり、証明書は令和５年度分のものとなります。
	問４　サービス付き高齢者向け住宅は、応募対象ですか？


答　　有料老人ホームの定義と同じ基準を満たすサービス付き高齢者向け住宅も含みます。その際の施設区分は、有料老人ホームとしての申請となります。

	問５　これから新築する有料老人ホーム等も、応募対象ですか？また選考の際の評価は？


答　　応募条件としては、有料老人ホーム等の既存・新設の区分はありませんが、審査に関しては、新設に比べ既存の方が実績や確実性という観点から評価の対象となります。
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